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５ 精神疾患の医療連携体制

（１）現 状

○ 圏域における精神疾患の総患者数は、２，８０２人（保健所把握精神障害者状況

調査R2.3.31現在）で、毎年１００人前後増加しています。

○ 主な疾患別では、「気分［感情］障害(躁うつ病を含む)」やアルツハイマー病を

含む「認知症」が多くなっています。

【精神疾患の総患者数】 （単位：人）

○ 管内において、精神疾患の外来診療及び入院治療を実施している医療機関は市立

稚内病院のみですが、このほかに、出張医による外来診療が枝幸町国民健康保険病

院では月３回、幌延町立国民健康保険診療所においては月２回、礼文町国民健康保

険病院船泊診療所において市立稚内病院の精神科医による遠隔医療（外来診療）が

月２回の頻度で実施されています。

○ しかしながら、管内は都市部と比べると精神科を標榜する医療機関が少なく、ま

た医療機関までの距離が遠い地域もあるなど、専門医や専門医療機関へのアクセス

が厳しい状況にあります。

○ 精神科訪問看護については、３機関（市立稚内病院、稚内訪問看護ステーション、

枝幸訪問看護ステーション）が実施していますが、管内は広いこともあり、管内全

域を網羅するには厳しい状況があります。

○ 一方、精神疾患は症状が多彩で、本人並びに家族もその発症に気づきにくいこと

があること、本人が医療の必要性を頑なに認めないこともあること、今なお社会に

存在する精神疾患に対する偏見等を心配し、患者家族が精神科医療機関への受診を

ためらい受診が遅れることがあります。

○ 地域の精神保健活動の現状としては、住民からの精神疾患に関連した健康相談や

生活相談等には、保健所、市町村及び地域の関係機関が連携しながら対応していま

すが、アルコール関連問題や思春期の自傷行為等の継続的な支援を必要とする案件

や、多くの関係機関の連携による支援が必要な案件も増えています。

【統合失調症】

道が実施した「精神科病院実態調査」によると、地域移行・地域定着が進まない要

因として「退院後の住居の確保」、「家族の協力が得られない」等が挙げられています

が、管内の「１年未満入院者の平均退院率」は１００％で、「退院患者平均在院日数」

は４８．５日と全国や道より良い数値となっています。
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【うつ病・躁うつ病】

うつ病と躁うつ病は、精神疾患の分類では気分（感情）障害に入りますが、管内の

令和元年の精神疾患の総患者数２，８０２人のうち９９５人が気分（感情）障害で受

診しており、総患者数の３５．５％を占めています。前回計画策定の最終年である平

成２９年と比べると、該当する患者数は約１６０人以上増加しています。

【認知症】

○ 全国的に高齢者の増加に伴い、認知症の患者も増加傾向にあり、管内でも同様の

傾向があります。

○ 「日本における認知症の高齢者人口の将来推計に関する研究（平成26年度厚生労

働科学研究費補助金特別研究事業）」によると、令和７年に全国で７００万人、約

５人に１人が認知症になると推計されていますが、管内では、令和２年１月１日現

在の住民基本台帳によると、高齢者人口は２０，９５７人で総人口の３３．９％を

占め、約３人に１人が６５才以上の高齢者という状況にあります。また、高齢者人

口の割合も、全道平均の３１．７％より高い数値であり、管内は全国平均や全道平

均を上回る速度で高齢化が進んでいます。

○ 認知症の対応においては、ときに本人に病識がないことや家族等を始めとする関

係者の認知症に対する理解不足、あるいは高齢者の単身世帯や高齢者のみの夫婦世

帯においては受診を強く促す家族等がいないこともあるなど、様々な要因により精

神科医療へつなぐことが困難で専門的な医療の開始が遅れることがあります。

○ 管内の認知症の医療体制については、鑑別診断や専門医療相談等を行う「認知症

疾患医療センター」に指定された医療機関はなく、近隣のセンターは旭川市内にあ

る医療機関です。そのため、管内はセンターとのアクセスの面で不利な地理的状況

にあることから、市立稚内病院の精神科を地域の拠点として、認知症患者の早期診

断や地域の保健医療介護関係機関等との連携体制の充実に努めています。

【児童・思春期精神疾患】

○ 道内は、子どもの心の診療を専門とする医師や医療機関が限られており、心の問

題を持つ子どもとその家族が身近な地域で専門的診療が受けられる状況にありませ

ん。管内も同様の傾向があり、遠隔地の医療機関を受診したり、圏域外の医療機関

に通院している人もいます。

○ 児童・思春期の精神疾患については、保護者への疾患に関する知識の普及ととも

に小児科医による児童・思春期精神疾患への取り組み等により、小児科医を受診す

ることも多くなっています。

【発達障がい】

一般に、成人期になってから発達障がいがあると診断された者については、児童・
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思春期に必要な療育や支援を受けた経験がない、あるいはこれまでに適切な医療にア

クセスできていないといったことから、対人関係の問題など日常生活及び社会生活を

送る上で困難を抱えている場合があると言われています。また、日常生活や職業での

困難が発達障がいによるものであると気付かれず、必要な福祉支援や医療支援を受け

られずにいる場合が少なくないともいわれています。

管内においても、このような状況で困っている当事者家族がいます。

【依存症】

○ 管内においても、アルコール・薬物・ギャンブル等の依存症の人がいます。

保健所や地域の関係機関には、さまざまな依存に関する精神保健相談が寄せられ

ています。

○ また、管内には専門医療機関や自助グループが少ないことなどから、当事者にと

って継続的な支援を受ける機会を得ることが困難な状況にあります。

【外傷後ストレス障害（ＰＴＳＤ）】

○ 管内でも災害・犯罪・事故などが発生しており、その被害者は身体に対する物理

的な被害だけでなく、精神的な被害いわゆる心の傷を受けるといわれています。ま

た、被災を受けた人だけでなく、その家族も被災者に起きた事象により精神的な被

害を受けるといわれています。

○ それらの個々の被害者は、受けた精神的な被害（ダメージ）から時間の経過とと

もに比較的早期に回復する人がいる一方、ＰＴＳＤを発症する人や、より重度のＰ

ＴＳＤになる人もいます。

○ 管内でのＰＴＳＤ罹患者の正確な人数は把握しきれていませんが、このように持

続的な精神的後遺症に罹患し、社会的な支援を必要とする人もいることが予想され

ます。

【高次脳機能障がい】

高次脳機能障がい＊１は外見では分かりにくく、本人や周囲の者が障がいを認識し

づらい場合が多いことなどから、適切な医療や支援を受けにくい場合があります。管

内においても、高次脳機能障がいで生活に支障を来し、本人だけでなくその家族も対

応に苦慮している状況があります。

＊１ 高次脳機能障がい：病気（脳血管疾患、低酸素脳症、脳腫瘍等）や交通事故などによる脳外傷等の

要因により脳に損傷をきたしたために生じる記憶障害や注意障害、遂行機能障害、

社会的行動障害を指します。

【摂食障害】

摂食障害は、潜在患者は多いものと推定されているにもかかわらず、専門的な医療

につながるまでに長期間が経過することによって、重症化してしまうことも少なくあ

りません。管内でも、保健所や市町村等の関係機関による精神保健相談において相談

が寄せられることから、摂食障害を発症している人がいます。

【てんかん】

保健所が把握している管内の患者数は３９１人（保健所把握精障害者状況把握調査

（令和２年３月３１日現在）で、精神障害者全数の１４．０％を占めています。
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【精神科救急・身体合併症】

管内において、令和元年度に精神科救急医療体制整備事業により夜間・休日に診療

を受けた者は６人で、いずれも入院となっています。

【自殺対策】

自殺の背景には、うつ病やアルコール依存症等の精神疾患が関連することが多いこ

とが知られています。また、圏域での自殺死亡率は、全道平均より高い状況です。

【人口10万人当たりの自殺死亡率】 （単位：％）

【災害精神医療】

保健所では、災害等が発生した場合に、道立精神保健福祉センター等の道専門機関

と連携し、また地域の精神科医療機関や障害者相談支援事業所等と連携を取り、被災

者への心のケアなどの精神保健活動の支援を行う体制を組んでいます。

【医療観察法における対象者への医療】

○ 管内には、心神喪失者等医療観察法により入院処遇となる人の治療を行う「指

定入院医療機関」はありません。

また、指定入院医療機関が道外にあることから、退院後の生活に必要な福祉サー

ビスの試行等に制限を受ける場合があります。

○ 退院決定又は通院決定を受けた者が必要な医療を受ける「指定通院医療機関」は、

当地域では市立稚内病院が指定されています。

（２）課 題

○ 当圏域においては、広域かつ離島を抱えるといった特性により、定期的な通院が

困難な状況にあります。精神科医療機関と地域のかかりつけ医との連携により、精

神疾患が疑われる者への受診勧奨等の取組が必要です。

○ 精神疾患に関する知識の普及や精神科医療を必要としている者とその家族への相

談支援の充実のため、市町村や相談支援機関での相談機能の充実が必要です。

○ 当事者・家族が安心して生活が送れるよう、医療機関や相談支援事業所と地域の

相談支援事業所や障害福祉サービス事業所等が連携し、日中活動の場や退院後の住

まいなど生活の場の確保、復職・就職への支援など、社会復帰へ向けた環境整備が

必要です。

【統合失調症】

長期入院患者の退院を促進するため、精神科医、看護師、薬剤師、精神保健福祉士、

作業療法士、臨床心理技術者等からなる多職種チームによる診療計画の作成や退院後

の訪問看護、外来治療継続の支援など地域移行に向けた支援が必要です。

【うつ病・躁うつ病】

○ 内科等のかかりつけ医や産業医との連携を推進し、精神科医療へのアクセスを促
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す取組が必要です。

○ 患者のニーズや病状に応じて、地域の就労支援事業所等の関係機関と連携した就

労支援・復職支援の取組が必要です。

【認知症】

○ 認知症は適切な治療により病状の進行を遅らせ、より安定した生活を送ることが

できる可能性があり、早期発見・早期受診や周囲の者の適切な対応が重要となるこ

とから、専門医での診断に繋げて、家庭や職場、介護関係者等への認知症に関する

正しい知識の普及が必要です。

○ 精神科専門医療機関やかかりつけ医、介護関係者の連携を推進し、認知症疾患医

療センターと協働した取組が必要です。

○ 認知症サポート医について、医療機関や介護関係者への周知や活動内容の充実が

求められています。

○ 少子高齢化の進行等により、家庭における介護力が低下し、いわゆる老老介護や

介護離職の問題など家族の介護負担が重くなっている状況も見られ、認知症グルー

プホームなど退院が可能と判断された認知症高齢者の地域における生活の場の確保

が求められています。

【児童・思春期精神疾患】

○ 児童・思春期に特有の疾患に関する正しい理解と対応について、小児科医を始め、

地域の保健・医療・福祉・教育関係者に対する学習機会の確保が必要です。

○ 乳幼児健康診査は、発達障がい等子どもの心の問題の早期発見にも資する機会で

あることから、市町村からの受診勧奨を徹底するとともに、健診担当部局と医療機

関・保健所等の関係機関が連携した健診後の保健指導や相談支援などの取組が重要

です。

【発達障がい】

○ 発達障がいの特性等に関する理解と対応について、地域の保健・医療・福祉・教

育関係者に対する学習機会の確保が必要です。

○ 発達障がいのある人については、児童・思春期から成年期にかけて、ライフステ

ージに応じた保健・医療・福祉に関する各種サービスの移行を円滑に進め、切れ目

のない支援を行うことが必要です。

○ 発達障がいを背景とするひきこもりなどの二次障害を防ぐため、的確な早期診断

と適切な医療的支援が必要です。

【依存症】

○ 依存症対策の専門的支援に係る地域の相談支援体制を整備し、必要に応じて適切

な医療につなげるなどの取組が必要です。

○ アルコール依存症については、重症化してから治療につながる傾向もあり、医療

機関や関係機関との連携強化が必要です。

【ＰＴＳＤ】

被災者や犯罪被害者等が心理的外傷その他災害や犯罪などにより心身に受けた影

響から回復できるようにするため、精神的・身体的被害に対する保健・医療・福祉

サービスの充実を図ることや専門性の高い者の人材育成が必要です。
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【高次脳機能障がい】

高次脳機能障がいに関する知識の普及を図るとともに、地域での相談窓口や利用可

能な支援制度などの周知を図ることが必要です。また、地域の医療機関における高次

脳機能障がいの診療体制の充実を図ることが必要です。

【摂食障害】

地域の保健・医療・福祉・教育関係者に、摂食障害に関する普及啓発を進め、早期

発見、適切な治療につなげることが必要です。

【てんかん】

未治療のてんかん患者やその家族に対し、てんかんに関する知識の普及啓発等を通

じ、適切な治療につなげることが必要です。

【精神科救急・身体合併症】

○ 休日や夜間を含め、２４時間３６５日、精神科救急患者や身体疾患を合併した患

者等の状態に応じて適切な医療を提供できる体制の確保が必要です。

○ 精神科救急輪番体制の確保に当たっては、医療資源の少ない地域での円滑な救急

患者受入に係る対応策の検討が必要です。

○ 身体合併症患者の受け入れや自殺企図者の身体的処置終了後の精神科医による事

後対応、一般救急との連携体制の構築が必要です。

【自殺対策】

○ 地域における自殺予防対策の推進に当たっては、自殺対策の専門的支援に係る地

域の相談支援体制を整備し、必要に応じて適切な医療につなげるなどの取組が必要

です。

○ 医療機関と保健所・市町村及び自殺対策に取り組む民間団体等が連携し、自殺未

遂者への支援や住民に対する啓発を行うほか、地域間の取組の格差を是正する取組

など、自殺対策に社会全体で取り組んでいくことが必要です。

【災害精神医療】

災害発生等に備え、心のケア支援のために精神科医療機関等との連携を進めること

が必要です。

【医療観察法】

対象となった者のニーズに応じた保健福祉サービスの活用等、地域処遇における指

定通院医療機関と関係機関が連携した支援が必要です。

（３）必要な医療機能

【地域精神科医療提供機能】

○ 患者本位の精神科医療を提供すること

○ 地域の保健・医療・福祉・介護の関係機関との連携・協力を行うこと
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（４）数値目標等

（５）数値目標等を達成するために必要な施策

○ 保健所職員だけでなく、市町村職員等で当事者・家族の相談支援に従事する全て

の関係者の専門性を向上するため、北海道立精神保健福祉センターが実施する自殺

対策、ひきこもり、依存症などの支援に関する研修等について情報提供と積極的な

受講を強く働きかけます。

○ 「精神障がいにも対応した地域包括ケアシステム」の構築に向けて、地域住民の

精神障がい者に対する理解促進及び適切な初期支援の実施や普及・啓発に取り組む

ほか、精神障がいのある人が、地域の一員として安心して自分らしい暮らしをする

ことができるよう、圏域ごとに設置している保健・医療・福祉関係者による協議の

場を市町村ごとにも設置できるよう、広域での調整に努め、重層的な連携による支

援体制の構築を進めます。

【統合失調症】

○ 精神科病院に入院している者の退院を促進するため、地域の相談支援事業所や医

療機関等と連携し、長期入院患者の地域移行・地域定着の支援を推進し、地域にお

ける支援体制の構築を促進します。

○ 市町村などと連携し、「北海道障がい福祉計画」に基づき、グループホームや就

労支援事業所等日中活動の場の整備を促進します。

【うつ病・躁うつ病】

相談状況に合わせて内科等のかかりつけ医との連携を推進し、精神科医療へのアク

セスを促す取組に努めます。
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【認知症】

○ 市町村が推進している認知症サポーター（認知症を理解し支援する住民）の養成

等を通じて家庭や職場など周囲の者や地域住民に対する知識の普及を進めます。

○ 認知症初期集中支援チーム、地域包括支援センター及び介護関係機関との連携を

促進します。

【児童・思春期精神疾患】

○ 小児科医や看護職員による児童精神疾患への対応や必要に応じた専門医との連携

が適切に図られるよう努めます。

○ 心の問題を持つ子どもが身近な地域で適切な診療を受け、また、その家族が適切

な医療的相談ができるよう、地域の保健・医療・福祉・教育等の関係機関のネット

ワークを構築し、連携の促進を図ります。

【発達障がい】

○ 発達障がいの早期発見や適切な成長・発達を促すため、乳幼児健康診査について

市町村からの受診勧奨を徹底します。また、発達障がいの当事者・家族等を適切な

支援につなげられるよう、発達障がいに関する専門性の向上を図るため、保健福祉

に関わる職員を対象にした研修を実施します。

○ 発達障がいのある人が身近な地域において適切な診療を受け、また、その家族が

適切な医療的相談ができるよう、市町村に必要な専門的支援の確保に努めるほか、

地域の保健・医療・福祉・教育等の関係機関のネットワークを構築し、ライフステ

ージに応じた切れ目のない支援のための連携の促進を図ります。

【依存症】

○ 依存症に関する知識を普及し、当事者・家族を地域で支援することができるよう、

地域住民に対する啓発や依存症の自助グループや支援者が実施しているミーティン

グの手法を学ぶ機会の確保など、依存症支援体制の構築を促進します。

○ 「北海道アルコール健康障害対策推進計画」に基づき、予防及び相談から治療回

復支援に至る切れ目のない支援体制を整備します。

【ＰＴＳＤ】

○ 精神的・身体的被害に対する保健・医療・福祉サービスの充実を図るために、精

神保健福祉センターが実施するＰＴＳＤ研修等の周知を行い支援技術育成に努めま

す。

○ 地域の保健・医療・福祉・教育関係者に、摂食障害に関する普及啓発を進め、早

期発見、適切な治療につなげることが必要です。

【高次脳機能障がい】

高次脳機能障がいの当事者・家族が身近な地域で支援を受けられるよう、保健所に

おける相談機能の強化や相談窓口の周知を図るとともに、地域において高次脳機能障

がいの診断等が可能となるよう、医療関係者等を対象とする研修を実施するなど、支

援及び診療体制の充実を図ります。
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【摂食障害】

地域の保健・医療・福祉・教育関係者に、摂食障害の当事者・家族等が速やかに医

療機関を利用できるよう、摂食障害に関する普及啓発に努めます。

【てんかん】

未治療のてんかん患者やその家族に対し、てんかんに関する知識の普及啓発等に取

り組みます。

【精神科救急・身体合併症】

休日・夜間の緊急の相談や救急医療を必要とする者に対応することができるよう、

精神科救急の輪番体制の整備を始めとした精神科救急医療体制を確保するとともに、

適切な服薬指導などに努めます。

【自殺対策】

○ 地域の医療機関と警察や消防、市町村・保健所及び自殺対策に取り組む民間団体

等と連携しながら、管内での自殺対策について効果的に実施できるよう互いに情報

交換を行うとともに、地域の住民に対して自殺予防の普及啓発を引き続き実施して

いきます。

○ また、自殺は様々な要因が引き金となるといわれていることから、自殺を企図す

る人を早期に発見し、その要因となる問題の早期解決のため、個々の課題に対応で

きる関係機関に早期につなぐことのできる地域支援体制の構築を図っていきます。

【災害精神医療】

災害時の心のケアに従事する立場にいる関係機関の職員に対し、スキルアップや資

質の向上のための研修会の受講を強く働きかけます。

【医療観察法】

対象者が発生した際は、地域の関係機関と連携し、当事者のニーズに対応した受入

体制や在宅生活支援策等を協議していきます。

（６）歯科医療機関の役割

認知症の人は、口腔内の状況について自ら訴えることが乏しい場合もあり、また、

口腔内の状態が悪化することでＢＰＳＤ（認知症に伴う行動障害・精神症状）を引き

起こす可能性があるといわれていることから、認知症要介護者等に対する地域包括ケ

アシステムでの歯科医の役割が増しています。今後とも地域での多職種連携の強化を

進めていきます。

（７）薬局の役割

向精神薬等の過量服用や薬物依存を未然に防ぐためには、患者が薬物治療について

正しく理解し、適切に服薬などを行うことが重要であることから、薬局において、薬

剤服用歴の管理、服薬状況や副作用の把握等の薬学的管理を行うとともに、患者への

適切な服薬指導などを行う必要があります。今後とも、服薬指導における地域の薬局

と医療機関との連携の強化を図っていきます。
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（８）訪問看護ステーションの役割

在宅療養を送っている精神疾患の患者の中には、訪問看護の支援が必要とされる人

もいます。訪問看護ステーションは、主治医や医療機関の看護師等と連携し、退院後

の療養生活の支援を行っていく上で重要な役割を担っています。今後とも医療機関と

訪問看護ステーションとの連携の強化を図っていきます。


